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研究成果の概要（和文）：貧困・低所得層の家族とライフコースについての先行研究について、

アメリカを中心とした文献のレビューを行った。また、第 3 回全国家族調査（NFRJ08）、日本

版総合的社会調査（JGSS）、内閣府「親と子の生活意識に関する調査」などの公共利用データ

を用いて、ひとり親家族やステップファミリー出身者の学歴達成やライフコースを分析した。 
 
研究成果の概要（英文）：We did review of papers mainly published in United States regarding to the 
family structure and life course of low-income people. Also we did analyses of educational attainment 
and life course of children of single parent family and the step family, by using public data (National 
Family Research of Japan [NFRJ], Japanese General Social Survey [JGSS], and the Survey of social 
attitude of parent and child by Cabinet office of Japanese Government).   
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2010 年度 1,500,000 450,000 1,950,000 
2011 年度 900,000 270,000 1,170,000 
2012 年度 900,000 270,000 1,170,000 

総 計 3,300,000 990,000 4,290,000 
 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード： 
 
１．研究開始当初の背景 

90 年代以降の経済不況の中で所得格差の
拡大が指摘されるようになり、とりわけ貧
困・低所得層の実情への関心が社会的に高ま
る所となった。こうした中でが、2008 年に阿
倍彩による『子どもの貧困』（岩波新書子）
が発表され、日本における子どもの貧困率が
14.7％と推計されること、母子世帯の貧困率
が高く、66％にのぼることが指摘された。同
書によって、子どもの貧困への社会的な関心
が高まるところとなる。また、この年に山野
良一『子どもの貧困大国・日本』（光文社新
書）も発行され、貧困・低所得層においてネ
グレクトなどの児童虐待が発生しているこ

と、児童虐待の問題は貧困問題であることが
指摘されるにいたった。 

こうした中で稲葉は社会移動と社会階層
に関する全国調査 2005 年データ（以下、
SSM2005 と略）を用いて、15 歳時点で父が
いなかった（死亡、または何らかの理由で不
在）者の教育達成を、父がいた者たちと比較
した。この結果、驚くべきことに、教育達成
上の格差（高校進学、修了、短大以上への進
学）は直近の出生コーホートほど拡大してい
た。具体的には、高校進学・修了に見られる
格差は男性ではほとんどみられなかったも
のの、女性では依然として大きな格差が存在
していた。 
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さらに、社会全体の高学歴化に伴い、短大
以上への進学率が増加しているのに対して、
父不在家庭出身者の進学率は低く、とくに女
性は戦後のどの出生コーホートを比較して
もほとんど変化が見られなかった。父不在家
庭出身者の多くは 15 歳時点で「暮らし向き
の悪さ」を報告しており、貧困がその後の進
学機会に大きな影響を与えていることが推
察された。 
このように、出身家庭の貧困・低所得がそ

の後の人生に大きな影響を与えていること、
貧困・低所得が母子世帯など特有の属性に集
中的に発生していることが次第に明らかに
されてきた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、以下のような目的を設定してい

る。 
2.1 欧米（とくにアメリカ）の先行研究を精
読することで、アメリカにおいて明らかにさ
れている貧困・低所得層のライフコースに関
する知見との比較分析を試みる。 
2.2 日本家族社会学会による全国家族調査
データ（NFRJ98、NFRJ03、NFRJ08）を利用
して同様な分析を行い、ひとり親家庭出身者
のライフコースを明らかにする。 
2.3 ライフコースを明らかにするだけでな
く、社会保障制度・社会政策の効果を検討す
る。 
2.4 貧困・低所得とかかわってくる、児童虐
待や児童養護の制度的問題、現状の問題をあ
わせて考察する。 
 
３．研究の方法 

2.1 については、Journal of Marriage and 
Family, American Sociological Review などを中
心とした学術誌の論文を中心にレビューを
行う。 

2.2 については、NFRJ98、NFRJ03、NFRJ08
を用いて分析を行うが、NFRJ では出身家庭
の家族構造を測定していない。このため、回
答者の現在の婚姻上の地位と、その子どもの
学歴達成をマルチレベルモデルを用いて分
析する。 

2.3 については、内閣府「親と子の生活意識
に関する調査」などを用いて、制度の効果を
分析する。 

2.4 については、社会政策の国際比較などを
通じて日本の制度上の問題を明らかにする
と同時に、マクロデータを用いて実情を把握
する。 
 
４．研究成果 
4.1 先行研究について 
・アメリカでは日本以上に子どもの貧困の問
題は深刻だが、ひとり親→貧困→低い学歴達
成、というだけではなく、ひとり親のパート

ナーが頻繁に変化するために、子どもがパー
トナーとの不和の結果、家から出ていく、と
いうパターンが少なからぬ説明力を持って
いる。ただし、このパターンは人種と関連が
みられ、すべてに成立するわけではない。 
・日本でも、親が離婚と再婚を繰り返す、と
いうパターンが一部にみられることは知ら
れている。社会階層と夫婦関係の安定性の研
究が不可欠に思われる。 
・先行研究からは、中学 3 年生の時点ですで
にひとり親家庭の子どもの大学進学意欲が
低く、とくにこの傾向が女子に強いことが明
らかにされている。中学生時点の家族構造と
子どもの生活との関連を分析することが不
可欠である。 
4.2 データ分析の結果（NFRJ） 

NFRJ08、NFRJ03 をマルチレベルモデルを
用いて分析した。回答者の離婚経験をもとに、
その子ども（20 歳以上）の教育達成を調べた。
ただし、NFRJ は離婚時期がわからないほか、
子どもの居住歴はわからないので、子どもが
母子世帯に育ったのか、父子世帯に育ったの
かはわからない。全国母子世帯等調査の結果
では、9 割が母子世帯と考えらえれるが、こ
の点が測定上の問題となる。 
 分析の結果、親の離婚と子どもの学歴達成
（高校進学、大学進学）は有意に関連し、親
の離別を経験した子どもほど学歴達成は低
かった。この傾向は親の性別にかかわりなく、
また子どもの性別にかかわりなく示された
が、高校進学については子どもが男子の場合
に女子よりも進学率が低いという結果が示
された。高校進学の格差は縮小傾向にあるが、
大学進学の格差は 1950-59 年生まれコーホー
トと 1980-89 年コーホート間でほぼ同程度で
あり、縮小していないことがわかった。なお、
先行研究では大学進学率の格差は女性によ
り大きくなるが、この傾向は確認できなかっ
た。 
 また、親子関係の良好度について、離別の
効果を検討してみると、親が離別している場
合、親の性別、子の性別に関係なく子どもと
の関係は非離別群に比して悪かった。 
4.3 データ分析の結果（内閣府「親と子の生
活意識に関する調査」） 
 NFRJ は子どもが中学生時点の事項はまっ
たく測定していないため、内閣府「親と子の
生活意識に関する調査」を用いて中学 3 年生
の成績・勉強時間・大学進学意欲と家族構造
の関連を調べた。このデータは、中学 3 年生
の子とその親からペアで回答を得ている貴
重なデータである。 
 母子世帯と二人親世帯の間には大きな差
異が示され、母子世帯の子の勉強時間、成績、
大学進学意欲ともに非常に低い結果が示さ
れた。しかし、父子世帯はそれ以上に低い結
果が示され、母子世帯よりも父子世帯により



 

 

深刻な格差が示された。父子世帯の中でも、
子どもが男子の場合がもっとも深刻な結果
であった。 
 親子関係について調べてみると、母子世帯
の場合は子どもとの関係が良好で、とくに子
どもが女子の場合この傾向が顕著であった。
これに対して父子世帯は子どもとの関係が
概して希薄で、会話時間も少ない傾向にあっ
た。二人親世帯と母子世帯は親子関係の質に
関しては有意差は示されなかったが、これは
どちらも母親が子どもとの関係の中心であ
るからだと考えられる。男性が他者にケアを
提供することのむずかしさ、困難さが示され
たといえるのかもしれない。 
 成績、大学進学希望の有無をそれぞれ従属
変数とし、家族構造（母子世帯、父子世帯、
二人親世帯）の効果を多変量解析を用いて検
討してみると、親の学歴と世帯所得によって
母子世帯と二人親世帯の差異は説明された
が、父子世帯と二人親世帯の差異は説明され
なかった。母子世帯の進学格差の多くは世帯
所得、つまり貧困の問題で説明されることに
なる。一方、父子世帯の進学格差は親子関係
の問題と関連があるといえそうだ。 
 なお、世帯の経済状態は子どものメンタル
ヘルスや自尊心とは有意に関連していなか
った。 
一方で、親の不仲を子どもが経験している

場合、子とものメンタルヘルスや自尊心が低
い傾向が示された。親の不仲経験は二人親世
帯でも 1 割ほどが経験しており、またひとり
親世帯の場合は最近離婚したケースに多く
経験されている。子どもの心理状態にとって
は、家族構造の効果よりも親が不仲であるこ
とが負の影響を与えているのである。経済的
な損失を恐れて不幸な結婚を解消せずに続
けることも、子どもにとって望ましい結果を
生むものではないことがわかる。 
 
4.4 政策との対応 
 以上の結果から、児童扶養手当や給付型奨
学金の拡充は母子世帯と二人親世帯の格差
の縮小には有効であるということになる。し
かし、父子世帯と二人親世帯の格差にはほと
んど効果がないということになる。父子世帯
の格差がどのようにして発生するのか、その
メカニズムを解明する必要が大きい。 
 また、母子世帯の貧困は結婚・出産退職の
結果であることも多い。女性が結婚・出産後
も就労を継続していれば、少なくとも離婚後
も一程度の所得は確保できるだろう。その意
味では、継続就労支援が母子世帯の貧困を解
消する一つの方法にもなってくる。世帯所得
の急激な低下をおそれて離婚をせずに悪化
した夫婦関係が存続することも、けっして子
どもには良好な結果をもたらさない。離婚を
しやすくすること、かつ離婚による大幅な世

帯所得の低下を抑止すること、この 2 つが結
局は子どもの福祉に不可欠であるというこ
とになる。  
 
4.5 児童虐待対応制度・里親委託に関して 
 児童虐待対応制度の比較分析は、研究協力
者の根岸が行った。少なくとも日本において
は、児童虐待への対応は、とにかく虐待する
親から子どもを分離することが強調され、と
くに子どもの意思決定（自己決定）を重視す
る発想は少ない。しかしながら、スウェーデ
ン、フランス、アメリカの制度は子どもの自
己決定を尊重する法的規定を有しており、こ
の点が日本と他国の大きな違いであること
が明らかになった。 
 いわば、日本は「子どもの利益」を専門家
が判断し、介入するという功利主義的な制度
設計になっている。これに比して、欧米の制
度は介入を拒否する権利を子どもに与えて
おり、リベラリズム的な個人の自由を前提に
したうえで制度設計がなされているようだ。 
 今後は子どもの自己決定をどのように制
度的に考慮していくべきか、議論が必要だろ
う。 
 児童養護については、とくに里親委託の現
状とその問題について、研究協力者の三輪が
研究を行った。里親委託については、2000 年
以降、従来の施設委託中心の傾向が若干変化
し、里親委託率が急上昇した。これを引き起
こした要因についてマクロデータを分析し
た結果、90 年代に児童虐待が急増し、児童相
談所の職員が増加したこと、それに伴い児童
相談所職員の役割過重状態が多少なりとも
緩和され、里親委託が推進されたという結果
が示された。つまり、2000 年以降の施設委託
の増加は、90 年代の児童虐待の増加の意図せ
ざる結果であった側面がある。 
 児童養護は貧困・低所得の問題と大きくか
かわっており、ひとり親世帯から施設や里親
委託という移行は今日でも多くみられる。ひ
とり親世帯出身者の格差の問題は児童養護
のあり方とかかわって生じている可能性も
あり、今後制度の変化と子どもの教育達成や
アスピレーションとの関連を検討していく
必要が大きいといえるだろう。 
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